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市では、市の広報紙、ホームページに掲載する広告を募集しています。詳しくは、秘書政策課広報報道担当☎0940（36）1055まで

７
月
中
旬
に
国
民
健
康
保
険

高
齢
受
給
者
証
を
郵
送

お知らせ

　
平
成
26
年
中
の
所
得
が
確
定
し
た

こ
と
に
伴
い
、
同
27
年
度
の
保
険
料

が
決
ま
り
ま
し
た
。
７
月
中
旬
に
、

被
保
険
者
（
加
入
者
）
の
み
な
さ
ん

へ
「
平
成
27
年
度
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料
額
決
定
通
知
書
」
を
郵
送
し

ま
す
。

　
保
険
料
は
、
平
成
26
年
中
の
所
得

金
額
と
平
成
27
年
４
月
１
日
時
点
の

世
帯
の
状
況
を
基
に
算
定
し
て
決
定

し
ま
す
（
図
参
照
）。

＊
４
月
１
日
以
降
に
75
歳
に
な
る

人
、
県
外
か
ら
の
転
入
者
ら
は
、

そ
の
時
点
を
基
準
に
し
て
い
ま
す

【
保
険
料
の
軽
減
】

▽
均
等
割
額
＝
世
帯
の
所
得
に
応
じ

て
軽
減

▽
所
得
割
額
＝
被
保
険
者
の
所
得
に

応
じ
て
軽
減

＊
詳
細
は
、
通
知
書
に
同
封
の
パ
ン

フ
レ
ッ
ト
で
確
認
を

【
保
険
料
の
軽
減
制
度
】

　
災
害
や
失
業
な
ど
で
、
保
険
料
の

納
付
が
困
難
に
な
っ
た
と
き
は
、
保

険
料
が
減
免
で
き
る
場
合
が
あ
り
ま

す
。

＊
詳
細
は
問
い
合
わ
せ
を

病
院
な
ど
に
支
払
う
自
己
負
担
額

＋

医療費総額

支援金約4割
(現役世代の負担)

公費(税金)約5割
国:県:市町村＝4:1:1

医療給付費 保険料

被保険者
均等割額

56,584円

所得割額

所得割率
11.47％×

総所得金額等
−33万円
(基礎控除額)

＝

＋

約
１
割
（
被
保
険
者
が

負
担
す
る
保
険
料
）

70歳以上75歳未満の人の一部負担金割合

現役並み
所得者以外

平成26年４月１日以前に70歳になった人
（誕生日が昭和19年４月１日以前の人）

１割

平成26年４月２日以降に70歳になった人
（誕生日が昭和19年４月２日以降の人）

２割

現役並み所得者
（市県民税課税所得が145万円以上）

３割

　
市
で
は
、
国
民
健
康
保
険
に

加
入
し
て
い
る
70
歳
か
ら
74
歳

ま
で
の
人
へ
、
８
月
か
ら
使
用

す
る
「
国
民
健
康
保
険
高
齢
受

給
者
証
」
を
郵
送
し
ま
す
。
８

月
１
日
（
土
）
以
降
に
医
療
機

関
で
受
診
す
る
と
き
は
、
更
新

後
の
新
し
い
「
国
民
健
康
保
険

高
齢
受
給
者
証
」
と
「
国
民
健

康
保
険
被
保
険
者
証
」
を
提
示

し
て
く
だ
さ
い
。

●
郵
送
時
期
　
７
月
中
旬

●
対
象
　
国
民
健
康
保
険
加
入

■
問
い
合
わ
せ
先

　
国
保
医
療
課

　
国
民
健
康
保
険
係

☎
（
36
）
１
３
６
３

　
現
在
使
用
し
て
い

る
「
国
民
健
康
保
険
高

齢
受
給
者
証
」
の
有
効

期
限
は
、
７
月
31
日

（
金
）
ま
で
で
す

心肺蘇生について真剣に学ぶ参加者

梅雨に備えて
東郷地区で
水害対応訓練を
実施しました

平
成
27
年
度
の

後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料
が
決
定

者
で
、
昭
和
15
年
８
月
２
日

か
ら
同
20
年
８
月
１
日
ま
で

に
生
ま
れ
た
人

＊
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
適

用
を
受
け
て
い
る
人
を
除
く

国民健康保険被保険者証と
一緒に医療機関の窓口に
提示してください

▽保険料は、県内どの地域でも同じ基準で算定されています
▽保険料は、加入者一人一人にかかります。保険料率（被保険者均等

割額、所得割率）は、２年ごとに見直され、平成26年度に改定され
ています

▽保険料は、年額57万円が上限です
▽総所得金額等とは、前年中の ｢公的年金等収入－公的年金等控除｣、

｢給与収入－給与所得控除｣、｢事業収入－必要経費｣ などの合計額で、
各種所得控除前の金額です。総所得金額等が33万円以下の場合は、
所得割額はかかりません

■問い合わせ先 　国保医療課後期高齢者医療係　☎（36）1348

【保険料の決まり方（計算方法）】

　東郷地区で６月７日、大雨による災害への備えを想定した訓
練を実施しました。当日は、避難勧告などの情報伝達訓練、避
難所の開設、住民避難、備蓄品の取り扱い訓練、応急手当て訓練、
給食訓練（炊き出し）などを体験しました。
　備蓄品の取り扱い訓練では、組み立て式トイレ、テントなど
の避難所資機材の組み立て、担架やリヤカーの使い方も実施。
女性消防団の応急手当てやＡＥＤの取り扱いの説明もあり、参
加者は熱心に話を聞いていました。
　市民のみなさん、もしものときに備え日頃から事前の対策を
しましょう。
■問い合わせ先　地域安全課　☎（36）5050

見
本


